
三幸エステートの先進オフィス事例
先進オフィス事例　～オフィスを経営の力に～

「共創」をキーコンセプトに
最適なコミュニケーション環境を構築
社会インフラに関する企画、立案、調査、計画、設計、施工監理、
運営・維持管理、マネジメントなどの事業に取り組むパシフィッ
クコンサルタンツ株式会社。
創業以来、日本におけるコンサルティング・エンジニア企業の草
分けとして、社会に世界水準の技術やサービスを提供してきた。
今回の取材は、2 拠点を一ヵ所に統合した事例として、その経緯
やコンセプトについてお話をお聞きした。 パシフィックコンサルタンツ株式会社
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企業として事業展開の拡大に伴い
CI 戦略に取り組むタイミングだった

　移転前、同社の本社オフィスは東京都下部の多摩市に立地しており、
それとは別に首都圏本社として新宿区内に拠点が設けられていた。2
拠点に技術部門が分断されていたため、部門間での密な連携が取りに
くいという経営上の課題を抱えていたという。

「打ち合わせをするにも日程調整から始めなければならず、移動時間
も必要になる。かなりの時間や交通費がかかっていました」（鈴木氏）
　その他、旧オフィスの課題に設備の老朽化もあげられる。

「旧本社オフィスが入居していたビルは、築約 30 年経過しており設備
の老朽化が課題になっていました。これに伴う費用負担が増加傾向に
あり、耐震性能や BCP 機能なども脆弱でした。そんな課題を抱える
中で 2011 年 3 月に東日本大震災が起こりました。ビル自体に損害が
あったわけではありませんが、住宅地に立地していたために震災後に
計画停電の対象区域とされてしまったのです。当社は災害時の復興支
援も事業の一つにしていますから、停電で事業活動が停止するという
のはあってはならないことです。改めて立地改善の必要性を痛感する
ことになりました」（油谷氏）

「そのほか、移動面でのマイナス要因ですね。当社の事業内容を考え
ると大災害時には主要省庁への迅速なアクセスを意識する必要があり
ました。また、近年では海外での事業も積極的に展開していますが、
海外からのお客様に不便さを感じさせていました。なにしろ成田空港
や羽田空港に到着してから本社に着くまでに乗り換えなどを入れると
かなりの時間を要していましたので。また、いくら同路線内といって

　今回の移転計画が具体化する少し前、取引先銀行を通じて物件の紹
介があった。そのとき社内で徹底的に議論を重ねたという。最終的に
実現にはいたらなかったが、これが会社として、「オフィスのあるべ
き姿」の共通認識を持つきっかけとなったという。

「具体的に移転を検討する際の必須条件として、立地・コスト・BCP・
設備・プランの 5 つを優先させました。ここでいうプランとはオフィ
スフロアの形状のことです。そしてこの中でも特に『立地』を最優先
課題とし、この条件の中で取捨選択しながら移転先の候補を絞り込ん
でいきました」（鈴木氏）
　こうして、千代田区紀尾井町・中央区銀座・港区北青山・港区六本
木などの大型物件を移転先の候補として情報を取り寄せた。立地選定
にあたり社内で激論が交わされ、最終的に決定したのが千代田区神田
錦町の現入居ビルである。このビルは最新の免震構造や非常時設備を
採用しており、BCP の業務にも携わる同社も納得した。

「万一、災害が起こったときの業務の対応や従業員の安全確保のこと
も考えました。さらに、ここでしたら霞が関の国土交通省庁舎まで徒
歩で行って情報を収集することもできます」（鈴木氏）

最大の課題は「部門連携の強化」。
そして設備の老朽化、BCP 対応
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　パシフィックコンサルタンツ株式会社は 1951 年 9 月、米国法人
Pacific Consultants Inc. として創業、1954 年 2 月には同社を解散
して日本法人として設立された。共同創業者の一人アントニン・
レーモンドは建築家としても有名で、戦前・戦後の日本に多くの作品
を残した。ちなみに近代建築三大巨匠の一人であるフランク・ロイド・
ライトの助手として千代田区内幸町の「帝国ホテル東京」の設計を
行ったことでも知られている。

「創業当時の日本には、まだ『建設コンサルタント』という職業自体
が存在していませんでした。戦後の復興にあたりアメリカ側の要請も
あり、民間技術者による建設コンサルタントの必要性が高まったこと
で誕生したとされています。正式に確認したわけではありませんが、
社内に残る記録には、社名に『コンサルタント』と付く日本初の会社
だとあります」（油谷 百百子氏）
　同社は設立以来、公共事業を中心に建設コンサルタント業（サービ
ス業）を展開してきた。主な顧客は国や地方自治体のためこれまでの
実績や信頼、提案が重視され、広報や PR は不要とされていた。だが、
今後は公共事業が縮小傾向にあり、これを補うべく民間や海外への顧
客開拓が必要不可欠となった。これに伴い広報室を新設し、広報・

PR についても積極的に取り組むようになったのである。
「建設コンサルタントのリーディングカンパニーとして、『まずは業界
を知ってもらい、次に私どもの会社を知っていただきたい』という想
いから取り掛かりました。社名が長いため、協賛バナーにロゴを表示
したときに見えないといったこともあり、CI 戦略を考えるタイミン
グでもありました」（油谷氏）

「偶然、CI 戦略と移転プロジェクトの時期が重なりましたが、企業ブ
ランディングの効果を考えるという意味では、移転が同時期となった
ことは、非常によかったと思います」（鈴木 崇之氏）

も本社と新宿オフィスの行き来にも時間のロスが生じます。ですから
早い段階で立地を見直し、これまで以上に部門連携の強化と業務効率
の改善を図るために事業所を統合する必要があったのです。そのため
都心への本社移転を検討しはじめました」（鈴木氏）
　2014 年夏ごろから移転の必要性についての議論が行われ、2015 年
1 月から具体的な移転先の検討に入った。

「また、米国法人としての創業当時、日本支社は丸の内の旧丸ビルに
開設されており、千代田区は同社にとって『創業の地』であるという
こともいえます」（油谷氏）
　2 つに分かれた拠点の統合のため、当然、従業員の通勤のことも考
えなくてはならない。従業員数は本社勤務が約 800 名、西新宿の首
都圏統括本部勤務が約 700 名。前者は京王線沿線の在住者が多く、
後者は千葉・埼玉・神奈川在住者が多いため、双方にとっての利便性
を考える必要があったという。

「このビルの最寄り駅である神保町駅は、東京メトロ半蔵門線・都営
新宿線・都営三田線の 3 路線が利用でき、新宿線は京王線との相互乗
り入れ運転を行っています。京王線沿線在住の従業員が多いこともあ
り、これが決め手の 1 つとなりました。東京メトロ東西線の竹橋駅や
丸の内線の淡路町駅、千代田線の新御茶ノ水駅、JR 御茶ノ水駅も利
用できますから、それぞれ千葉方面・埼玉方面・神奈川方面からの通
勤の便も良く、西新宿時代よりもむしろ近くなったという従業員も少
なくないようです」（鈴木氏）
　さらに、前述した 5 つの必須条件の中で、プランに関しても条件を
満たしていたという。奥行 18ｍの「コの字型」平面プランで、フロ
ア面積は約 640 坪。5 フロアを賃借しているから合計約 3,200 坪の
使用となる。現ビルではエレベーターコアが中央ではなく片寄のため、
同社の思い描いていたレイアウトを展開できる。見通しの良い空間を
求めていたため、そんなオフィス形状も現ビルを選んだ重要なポイン
トになった。

「そうして 2015 年 2 月末に移転先を確定させ、そこから正式に移転
プロジェクトがスタートしたのです」（鈴木氏）
　移転完了のスケジュールは決められていた。この時点で、残り時間
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　プロジェクトは鈴木氏が中心となり、オフィスデザインやプロダク
トマネジメントなどを担当する外部コンサルティング会社と緊密な連
携を取りつつ、プロジェクトを推進していった。1,500 名規模のオフ
ィス移転といえば、本来は 1 年～ 1 年半の時間が必要となるといわれ
ている。それを、同社ではわずか 5 ヵ月弱で完了させてしまった。
　期日に間に合わせることを最優先したため、予算やスケジュール都
合を考慮したプロジェクト推進を心がけた。

「従業員からの意見や要望は、アンケート調査などによって吸い上げ
ていきました。特に多かった要望としては、ミーティングスペースの
数をもっと増やしてほしいとか、風通しのよい空間を意識してほしい
といったものがありました。それ以外の細かい部分、例えば、執務エ
リアの家具・什器はもちろん、エントランスや応接室、来客用会議室
に至るまで、おおよそのものは PT が中心となり、外部コンサルティ
ング会社と議論を重ねて決めていきました」（鈴木氏）

移転を機に、人の流れを考えた
ワークスペースへと大きく変更

　変動する市場環境への適応や自社としての強みを最大限に発揮させ
るために考えられた「共創」。「連携」という枠を超えて新しいものを
創りだそうという意図が込められている。

「とはいえ、もちろん課題もあります。今回は短期間でのプロジェクト
だったため、オフィス移転のコンセプトや狙いに関して従業員に浸透
しきれていません。今回採用した最新の ICT 機器についても十分に使
いきれているとはいえない状況です」（鈴木氏）

「入居直後は『働き方変革』を意識していたと思うのですが、時間
の経過とともに薄れているように思えます。以前の水準に戻らないよ
うに継続して進めていかなければならないですね」（油谷氏）

新たにコミュニケーションや
つながりを意識した多くの機能を追加

は半年あまり。タイトすぎるスケジュールで進行することになる。
「当社は毎年 1 月～ 3 月が繁忙期となります。10 月から徐々に忙しく
なるため、従業員が、移転作業に従事できるのは、6 月～ 9 月の 3 ヵ
月足らずの間に限られていました。そのため無理を承知で、2015 年
9 月までに移転を完了するしかありませんでした」（油谷氏）

「誰がどれだけ反対しようが、とにかくやるしかない。そう考えて、
どんどん進めていきました。方針立案を行うプロジェクトチーム

（以下、PT）は約 20 名、他に実務を行うワーキンググループ（以下、
WG）が約 15 名。PT は、本社系統括役員と現場統括役員をトップに
据え、バックオフィスの部門長及び各事業本部から選任されたメンバー
で構成。WG はバックオフィス系社員を中心に構成しました。定例会
は週 1 回以上の頻度で行いましたが、なにしろ時間が足りない。しか
し、それが功を奏したのか、効率良く議論を進めることができました。
期日までに終わらなければ、翌年の 9 月まで延長することになってい
たかもしれません」（鈴木氏）

・書類量（約 35％減少）
・残業時間減少（5ｈ減少／月）
・社外活動参加率増加（約 35％増加）
・GA（グループアドレス）        実施への意欲・実践が向上

4. 働き方意識の変化

・新卒応募者数増加（約 1.5 倍増加）
・中途採用応募者数増加（約 2.0 倍増加）

3. リクルート効果

オフィス移転効果

・応接室利用時間増加（180ｈ増加／月）
・会議室稼働時間増加（500ｈ増加／月）
・来客数増加（12,500 人増加／年）

2. オフィス利用効果

・交通費削減（約 1.5 億円削減／年）
・光熱費・電話代削減（約 2,500 万円削減／年）
・オフィス床面積効率化（約 20％減少）

1. コスト削減効果

そしてオフィスにおけるコンセプトは以下の 5 つとなる。
1. 共創を促す最適なコミュニケーション環境
2. 新しいワークスタイルへのチャレンジ
3. ブランディング環境による刷新されたイメージ
4. 変化への仕組みづくりとローコスト運営
5. 安心・安全で地球環境に配慮されたオフィス

　上記のコンセプトを採り入れたオフィスづくりを実施した。そのた
め、新オフィスには、新たにコミュニケーションやつながりを意識し
た多くの機能が新設されている。

　移転の前後で、従業員数はほとんど変わっていない。ただ、現通勤
時間の負担が大きくなるアルバイトも多くいたため、移転直後は一時
的に人数が減ったという。また、同社のような業界ではもともと男性
が圧倒的に多かったが、近年は少しずつ女性の比率が増えてきている。
オフィスを取り巻く環境が大きく変化している中で、「働き方の改革」
というテーマが大きな意味を持つようになってきた。

「移転プロジェクトでは『働き方の改革』もテーマに掲げました。品
格あるリーディングカンパニーにふさわしいオフィス＝働き方を構築
し、従来の働き方からの脱却を目指したのです」（油谷氏）

「多摩・新宿から神保町への移転。また賃料相場は大幅に上がってい
ますから、1 人当たりの専有面積は移転前より小さくせざるを得ませ
んでした。その代わり、書類の収納場所を大幅に減らし、不要なスト
ックの廃棄や外部倉庫を活用することで、オフィス内のファイルメー
ター（FM）          を約半分に減らすことに成功しました」（鈴木氏）

「13 階から 15 階までのフロアには、従業員が誰でも利用できる
「Patio」     と名付けた交流スペースを設けました。ここには自動販売
機やコーヒーサーバー、オフィスコンビニの機能を用意し、違う部署
の方々との偶発的なコミュニケーションを演出できるような仕掛けづ
くりをしました」（鈴木氏）

「役職者の机の配置も変えました。以前は役職者が窓側に座る「ピラミ
ッド型組織レイアウト」でしたが、新オフィスでは入口側に座る「コ
ミュニケーション型組織レイアウト」     に改めました。入退室する
従業員の近くに役職者の席があることで、挨拶やコミュニケーション
を取りやすい環境を構築しました」（鈴木氏）
そして窓際には打合せのできる共用スペース     を確保した。ここを
使用するにあたっては都度予約する必要が無いため、いつでも自由に
集まれる場所として有効に活用されている。
また、外来者を迎えるエントランス          やエグゼクティブフロア

「さらに、移転後の 1 年間で、下記の通りさまざまな移転効果が数値
で確認されています」（鈴木氏）

　　　  では什器の一つひとつまでこだわり、思い切って予算をかけた
という。オフィス移転を機に民間企業のお客様や海外からのお客様へ
の設えを整備した。

「このほか、一部の部門では移転を機にグループアドレス      の採用や、
オフィスの植栽     をレンタルではなく直接購入して育てる方式に変
更しました。
また、同社の創業以来の実績や今後の事業展開に向けた発信拠点
となるような場所として『史料館 “ Legare ” 』     を新たに開設しま
した」（油谷氏）
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（注１）ファイルメーター︓文書量を測る単位。文書をすべて積み上げたと仮定した場合の高さのこと。 （注２）グループアドレス︓限られた範囲の中で自由な席で働く方式のこと。

※ FMの割合

※ 一般職員一人あたりの月平均

※ 移転後の割合差

（注1）

（注2）


